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明石市立ゆりかご園の指定管理者業務に関する仕様書 

 
明石市立ゆりかご園（以下「ゆりかご園」という。）の指定管理者による業務の範囲

及び管理運営の基準は、募集要項のほか、この仕様書によるものとします。 

 
１ 管理運営の基本方針 

ゆりかご園は、障害児につき日常生活及び社会生活に必要な知識技能の習得を支援

し、これに併せて治療を行うことにより、もって障害児の福祉の増進を図るため、児

童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号。以下「法」という。）第 43 条第１項に規定する

児童発達支援センターとして設置しています。 

指定管理者は、明石市立ゆりかご園条例（昭和 48 年条例第１号。以下「条例」と

いう。）及び明石市立ゆりかご園条例施行規則（以下、「規則」という。）のほか、法

令、条例、規則その他市長が定める基準等に従わなければなりません。 

なお、指定管理者制度の利点を最大限に発揮できるよう、次に掲げる項目に基づい

て管理を行わなければなりません。 

(１) 施設の設置目的を十分に理解し、充実した療育が行えるよう施設運営、事業等

の実施に努め、適切な管理運営を行うこと。 

(２) 公の施設であることを常に念頭に置き、利用者への奉仕及び平等な利用を確保

し公平公正なサービスの提供に努めること。 

(３) 関係法令を遵守し、施設内での利用者の安全配慮、事故防止に努めること。 

(４) 利用者の意見を管理運営に反映させ、利用者満足度を高めていくこと。 

(５) 個人情報の保護を徹底すること。 

(６) 施設の効率的運営を行うこと心がけること。 

(７) 管理運営費の削減に努めること。 

(８) 市と密接に連携を図りながら管理運営を行うとともに、市の施策に対し積極 

的に協力するよう努めること。 

 

２ 指定期間 

  令和９年４月１日から令和 14 年３月 31 日まで（５年間） 
 

３ 施設の概要 

名 称 明石市立ゆりかご園 

所 在 地 明石市大久保町大窪2752番地 

建物の概要 鉄筋コンクリート造、平屋建、延床面積 632.88㎡ 

施設概要 
医務室、発達支援室（５室）、遊戯室、静養室、相談室、調理室、

食堂、トイレ、事務室ほか 
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運営に係る

事項 

通所定員 

・児童発達支援センター（ゆりかご園）40人 

 

４ 管理の基準 

(１) 関係法令の遵守 

    指定管理者は、指定管理業務の遂行にあたっては、法、条例、規則の他、次

の法律や市の条例等の関連法規を遵守してください。 

   ア 障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平成 23

年法律第 79 号） 

   イ 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号） 

   ウ 明石市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成 17 年条

例第 22 号） 

   エ 明石市個人情報保護法施行条例（令和４年条例第 23 号） 

   オ 明石市財務規則（昭和 40 年規則第 17 号） 

   カ 明石市暴力団排除条例（平成 24 年条例第２号） 

   キ その他関係法令及び条例等 

(２) 個人情報保護及び守秘義務 

    個人情報の保護に関する法律、明石市個人情報保護法施行条例及び明石市公の

施設の指定管理者の指定等の手続に関する条例の規定に基づき、指定管理者は個

人情報を適正に管理するために必要な措置を講じなければなりません。また、指

定管理者及びゆりかご園の業務に従事している者（以下「従事者」という。）は、

当該施設の管理業務に関して知り得た秘密をみだりに他人に知らせ、又は不当な

目的に使用してはなりません。このことは、指定管理期間が満了し、若しくは指

定を取り消され、又は従事者の職務を退いた後においても同様です。 

(３) 情報の公開 

    市は、明石市情報公開条例（平成 14 年条例第５号）及び明石市公の施設の指

定管理者の指定等の手続に関する条例に基づき、指定管理者が保有する情報につ

いて開示請求があったときは、指定管理者に対して当該情報を提出するよう求め

るものとし、指定管理者は速やかにこれに応じなければなりません。 

(４) 文書の管理・保存 

    指定管理者が指定管理業務に伴い作成し、又は受領した文書は、明石市文書管

理規程（昭和 61 年訓令第６号）の規定に準じ、適正に管理し、保存しなければ

なりません。また、指定管理期間が満了し、若しくは指定を取り消されたときは、

管理及び保存している文書を市に引き渡さなければなりません。 

(５) 行政手続における指定管理者の責務 

指定管理者は、施設の使用許可等の処分を行う場合、明石市行政手続条例（平 

成９年条例第１号）の規定する範囲内で、次のとおり、行政庁として同条例に規

定する責務を果たさなければなりません。 

ア 施設の使用許可申請を受け付けた場合には、遅滞なく審査及び応答を行うと
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ともに、申請を拒否する場合には理由を提示してください。 

イ 施設の使用許可を取り消す場合には、不利益処分にあたるため、その理由を

提示してください。なお、この場合において、聴聞等、不利益処分を受けた者

の意見陳述のための手続きは、市が実施します。 

(６) 危機管理及び防災対策等 

指定管理者は、緊急時の対策及び防犯、防災等について、マニュアルを作成

し、従事者に指導及び訓練を行うとともに、マニュアル及び訓練の実施結果等

について市へ報告しなければなりません。 

    なお、防災対策は明石市地域防災計画に基づいた対応となります。災害発生時

または災害発生の恐れのある場合は、次のことに協力していただく場合がありま

す。 

ア 大規模災害発生時で緊急やむを得ないときは、ゆりかご園が避難所となる

場合があります。 

イ その他、災害時における協力を要請する場合があります。 

 (７) 防火管理 

指定管理者は、防火管理者を置き、消防計画を作成し、消防訓練、避難訓練

を実施してください。 

 (８) 環境への配慮 

    指定管理者は、業務の実施にあたっては、明石市環境マネジメントシステム及

び明石市環境方針に基づき、省エネ、資源の再利用、ごみの削減等環境に配慮に

努めてください。 

 (９) 管理運営規程の作成 

    指定管理者は、あらかじめ、市と協議の上、ゆりかご園の管理運営に必要な規

程を定めることとします。 

(10) 業務継続計画の策定 

指定管理者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービ

スの提供を継続的に実施するため、及び非常時の体制で早期の業務再開を図る

ための計画を策定し、次の措置を講じたうえ、その実施結果等について市へ報

告しなければなりません。 

ア 当該計画に従い必要な措置を講じてください。 

イ 従事者に対する周知並びに必要な研修及び訓練を定期的に実施してくださ

い。 

ウ 当該計画について定期的な見直しを行い、必要に応じて変更を行うこと。 

(11) 衛生管理等 

指定管理者は、利用者の使用する設備及び飲用に供する水について、衛生的

な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じるとともに、健康管理等に必要と

なる機械器具等の管理を適正に行ってください。 

また、指定管理者は、ゆりかご園における感染症及び食中毒の予防及びまん

延の防止のため、次の措置を講じたうえ、その実施結果等について市へ報告し

なければなりません。 
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ア 対策を検討する委員会の開催及びその結果について従事者への周知徹底。 

イ 指針の整備。 

ウ 従事者に対する研修及び訓練の定期的な実施。 

(12) 虐待の防止 

指定管理者は、虐待の発生又はその再発を防止するために次の措置を講ずるも

のとします。 

ア 対策を検討する委員会の開催及びその結果について従事者への周知徹底。 

イ 従事者に対する研修の定期的な実施。 

ウ 上記の措置を適切に実施するための担当者の配置。 

(13) 職員研修 

障害児支援に関する研修会や講演会、その他関係団体が実施する研修会等へ

積極的に参加させて従事者の資質の向上を図ってください。 

(14) 明石市行政オンブズマンによる調査への協力 

指定管理者は、明石市法令遵守の推進等に関する条例（平成 22 年条例第４号）

第 57 条の規定により、オンブズマンが、苦情等の調査のため必要があると認め

たときに実施する質問、事情聴取又は実地の調査について協力してください。 

(15) 監査等の実施 

ア 業務実施状況のモニタリング 

市は、指定管理業務の実施状況を把握し、良好な管理状況を確保するため、

業務報告を受けるとともに、随時、立入検査などのモニタリングを実施しま

す。モニタリングの結果、指定管理者の管理運営業務が要求水準を維持して

いないと判断した場合は、市は業務の改善等必要な指示を行い、それでも改

善が見られない場合は業務の停止、さらには指定の取り消しを行います。 

   イ 帳簿等書類の提出要求 

     管理運営状況について、必要に応じて監査委員等が帳簿等の調査を行うとき

は、指定管理者は協力しなければなりません。そのため迅速に調査ができるよ

う、帳簿等書類を常に整理し管理してください。 

(16) 市民参画による運営 

指定管理者は、利用者の意見を十分反映できるよう、定期的に利用者の意見を

把握できる仕組みを設けるなど、市民参画による運営を行ってください。 

(17) 職員の雇用条件 

従事者の雇用に当たっては、雇用及び労働条件について、労働基準法（昭和

22 年法律第 49 号）、職業安定法（昭和 22 年法律第 141 号）、労働安全衛生法（昭

和 47 年法律第 57 号）等、労働関係法令を遵守しなければなりません。 

 

５ 指定管理者が行う業務内容及び達成すべき水準 

(１) 指定管理者が行う業務の範囲 

ア ゆりかご園で実施する児童発達支援事業、保育所等訪問支援事業、障害児

相談支援事業及び特定相談支援事業に関すること。 

イ ゆりかご園の利用の承認及び利用の制限に関すること。 



5 
 

ウ ゆりかご園の使用料の徴収、減額、免除及び還付に関すること。 

エ ゆりかご園の維持管理に関すること。 

オ その他ゆりかご園の管理運営に必要な業務 

(２) 運営の方針 

   ア 障害のある子どもが日常生活における基本的動作及び知識技能を習得する

とともに、集団生活に適応することができるよう、身体や精神の状況、その置

かれている環境に応じて、日常生活習慣確立等の療育を行うとともに、保護者

に療育上必要な助言、指導を行ってください。 

   イ 児童発達支援事業の実施に当たっては、障害ある子どもの保護者が必要とす

る時に必要な児童発達支援の提供ができるように努めてください。 

   ウ 児童発達支援事業の実施に当たっては、地域との結びつきを重視し、障害の

ある子どもの保護者の居住する市町村、障害児相談支援事業者、他の児童発達

支援事業者等他の福祉及び保健医療サービスを提供する事業者との密接な連

携を図ってください。 

   エ 前３項のほか、法及び「児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、

設備及び運営に関する基準」（平成 24 年厚生労働省令第 15 号）に定める内容

のほか関係法令等を遵守し、事業を実施してください。 

(３) 開所時間 

午前９時から午後５時とします。 

参考：療育実施時間 

児童発達支援事業：概ね午前９時 30 分から午後２時 30 分 

ただし、指定管理者が特に必要と認めるときは、事前に市に連絡し市長の承認

を得て、これを変更することができます。 

(４) 休所日 

ア 土曜日及び日曜日 

イ 国民の休日に関する法律に規定する休日 

ウ 年末年始（12月29日から翌年１月３日まで） 

ただし、指定管理者が特に必要と認めるときは、事前に市に連絡し市長の承

認を得て、これを変更することができます。 

(５) ゆりかご園の運営に関する業務 

条例及び規則に規定する事業（支援）等を行ってください。なお、通常事業

の実施地域については、明石市の全域とします。 

ア 条例第３条に関すること。 

(ア) 児童発達支援事業（法第６条の２の２第２項） 

a  定員 40 名 

※定員については、申請者が特に必要と認める場合は、定員の変更を含

む提案を行ってください。 

b  職員数基準 

法に基づく児童発達支援センターの人員に関する基準を満たしてい

ることとします。また、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士及び心
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理担当職員等の訓練を担当する職員を配置して個別療育を実施してく

ださい。 

c 対象児童 

障害児通所給付費の支給決定を受けた児童及び措置を受けた児童（小

学校就学前までの児童） 

d 給食の提供 

昼食の提供と介助を行ってください。             

(イ) 保育所等訪問支援事業（法第６条の２の２第５項） 

障害のある子どもが集団生活を営む保育所等の施設を訪問し、障害のあ

る子どもが施設での集団生活に適応できるように訓練等を行うとともに、

訪問先の職員に支援方法の指導を行ってください。 

(ウ) 障害児相談支援事業（法第６条の２の２第６項）及び特定相談支援事業

（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 
17 年法律第 123 号）第５条第 19 項） 

       障害のある子どもやその保護者等が、施設の利用や福祉サービスを利用

する際に相談を受け、サービス提供機関との調整を行い、適切なサービ

スの導入が図れるようにしてください。 
(エ) その他、市長が必要と認める事業を行ってください。 

（６） 児童発達支援センターの中核機能の発揮に向けた業務について 
   ア 障害児通所給付費における「中核機能強化加算」が算定できる体制を整備し

てください。 
     イ 本市における障害児支援の中核的な役割を担う機関として、障害のある子ど

もとその家族に対する支援とあわせて、地域全体の障害児支援体制の充実を図

るため、次に掲げる事業を実施し、中核機能を発揮するよう努めてください。 
(ア) 幅広い高度な専門性に基づく発達支援・家族支援機能 
(イ) 地域の障害児通所支援事業所に対するスーパーバイズ・コンサルテー 

ション機能 
       (ウ) 地域のインクルージョン推進の中核機能 
    (エ) 地域の発達支援に関する入口としての相談機能 
(７) ゆりかご園の利用の承認及びその制限に関すること 

上記「(５)ゆりかご園の運営に関する業務」の実施にあたって、適切な利用者

の入所手続き及び退所手続きを行ってください。 

(８) 事業の利用料金等の徴収、減額、免除及び還付に関すること 

上記「(５)ゆりかご園の運営に関する業務」の事業を利用する者から、条例第

６条に規定の利用料金等の徴収事務を行ってください。 

また、条例第７条に規定する特別の事情等があると認める場合には、利用料金

等の減額又は免除事務を行ってください。 
(９) 療育内容について 

ア 集団療育の実施 
児童発達支援事業において、障害のある子どもの発達状態に合わせたクラ
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スを作るなど、ひとり一人の状態を把握しながら、生活の基本、言語性、動

作、社会性の発達を促し、集団適応能力を高める療育を行ってください。 
イ 個別療育の実施 

指導員と個別で、障害のある子どもの課題に応じ、遊びや諸活動を通して

生活経験を豊かにし、障害のある子供の全体的な発達を促進する療育を行っ

てください。 
ウ 個別プログラムの作成、療育内容の検討 

障害のある子ども一人ひとりに合わせた計画の作成、検討を行ってください。 

(10) 健康管理 

    利用児童の健康管理及び身体測定並びに医師による内科検診及び歯科検診を

実施してください。 
 (11) その他運営業務 

ア 整形外科診察 

ゆりかご園の利用者へ定期整形外科検診、装具診察、理学療法士、作業療法

士への指導、助言のため、整形外科診察を行ってください。（現在は月１回、

嘱託医師の派遣による実施） 

イ 医療機関（診療所）としての業務 
     医療機関（診療所）としての、初診患者の診察、リハビリテーションの実施、

診療報酬の請求、書類の作成等、医療機関としての業務を行ってください。 
     また、協力医療機関を選定し、園での医療体制が困難な事態の緊急時の搬送

先等の選定を行ってください。 

   ウ 補装具の製作・調整等 
日常生活を送る上で必要な移動等の確保や、将来に独立自活するための素地

を育成助長することを目的として、身体の欠損又は損なわれた身体機能を補

完・代替する用具の製作について、利用者の求めに応じ、医学的根拠に基づい

て行ってください。（必要な補装具の選定や調整、補装具支給意見書の作成等）         
(12) 施設維持管理業務 

   ア 保守管理業務 

     施設の適切安全な運営のため、日常点検の他、次に掲げる管理業務等を行っ

てください。業務遂行に当たっては法令等を遵守し、効率的・効果的な施設管

理に努めてください。 

     なお、実施に際しては、指定管理者において必要な官公署の免許、許可、認

可等を受けるものとし、包括的な再委託は認められません。（個別業務につい

て業務委託による場合は、再委託先が必ず免許等を有していること。） 

    (ア) 給食調理業務 

    （イ） トラブルサポート保守業務 

    (ウ) システム保守業務 

    (エ) 冷暖房設備保守業務 

    (オ) 消防用設備及び防煙シャッター点検業務 

    (カ) 清掃業務（カーペット及び窓ガラス等含む） 
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    (キ) 警備業務 

   (ク) 産業廃棄物収集運搬及び処分業務 

    (ケ) 自動扉保守点検業務  

    (コ) 自家用電気工作物保安業務 

    (サ) デマンド監視業務  

(サ) 排水設備等洗浄清掃点検業務 

(シ) 汚泥中間処理業務 

(ス) 園庭樹木害虫防除 

(セ) 園庭遊具安全点検業務 

   イ 備品管理業務 

    (ア) 備品の取扱い 

       備品は、利用者に支障が生じることがないよう常に保守点検を行うとと

もに、不具合の生じた備品については、随時修繕を行ってください。 

    (イ) 備品の帰属 

       市が指定管理者に対して指定管理料により物品を購入させるときは、購

入後の物品（消耗品費等は除く。）は、市の所有に帰属するものとします。 

    (ウ) 備品の管理 

市の所有に属する備品について、指定管理者は、明石市公有財産規則（昭

和 50 年規則第 15 号）及び関係例規に定める管理の原則及び分類に基づい

て管理し、同規則に定められた備品台帳を備えてその保管に係る備品を整

理し、購入及び廃棄等の異動について定期的に市に報告しなければなりま

せん。 

       なお、指定管理者は、毎年度、備品の棚卸を実施し、必要に応じ備品台

帳の内容を更新するものとします。 

       ※備品の一覧は別途提供します。 

(13) 管理経費の支払い 

   保守管理費、施設維持管理費等の管理運営にかかる経費の支払いを遅延なく行

ってください。 

   光熱水費については、精算経費となります。節水や節電（室温調整等）の要請

がある場合は協力していただくことがあります。指定管理者は、請求者からの請

求に従って、使用量に応じた額を直接支払ってください。 

(14) 一般管理業務 

  ア 庶務事務業務 

   (ア) 従事者の服務等に関する事務 

   (イ) 庶務事務 
イ 事業報告書等の提出 

指定管理者は、毎月及び四半期ごとに月報、業務進捗状況報告書（管理業務

の実施状況・収支状況等報告書）を作成し翌月末日までに提出するとともに、

毎年度終了後、次の内容を備えた事業報告書を作成し、毎年５月末までに市へ

提出してください。事業年度は４月１日から翌年３月 31 日までとします。な



9 
 

お、市は事業報告書に基づき、管理運営業務の実施結果についての評価を行い

ますが、外部の有識者から評価や意見等を求める場合があります。 

    (ア) 管理運営業務の実施状況 

    (イ) 公の施設の利用状況（利用者数及び利用拒否の件数・理由等） 

    (ウ) 利用料金の収入実績 

(エ) 指定管理料の収支実績 

(オ) その他管理状況を把握するために必要な事項（個人情報の取扱い状況

等） 

(カ) 顧客満足度（アンケート調査等の結果） 

(キ) 指定管理者による自己評価 

   ウ 事業計画書等の提出 

     次年度以降の事業計画については、利用者の意見や市からの指示等に基づき、

９月末までに次年度の詳細な事業計画書及び収支計画書を提出してください。 

 提出された事業計画書及び収支計画書に基づき、市と指定管理者との協議の

上、次年度の事業計画を決定します。 

(15) 利用者アンケートの実施 

    指定管理者は、ゆりかご園利用者へのサービス向上を図るため、アンケート調

査を年１回実施することにより施設利用者の意見等を聴取し、これらの内容と業

務改善への反映状況について、市に報告してください。 

(16) 苦情対応窓口の設置等 

    指定管路者は、ゆりかご園利用者からの苦情等への対応窓口を設置し、誠実か

つ敏速に対応し改善に努めてください。 

(17) 実習生の受け入れ 

    大学、短期大学及び専門学校の実習等における学生を積極的に受け入れてくだ

さい。 

(18) 危機管理及び緊急時の対応等 

    利用者の怪我、火災、不審者、盗難等の事故・事件の防止、感染症対策及び災

害対策のため危機管理体制の構築やマニュアルを作成してください。当該マニュ

アルに基づき、消防訓練、避難訓練、職員研修等を定期的に実施するなど、危機

管理や緊急時対応等の措置を講じてください。 

なお、災害等が発生した場合には、利用者等の人命確保を第一に対応し、医

療機関や警察等へ緊急連絡するとともに、市担当職員へ速やかに連絡してくだ

さい。 

ゆりかご園には、ＡＥＤを設置していることから、指定管理者の職員はＡＥ

Ｄ講習を受講し、複数の職員が対応できるようにするとともに、日常から点検

を行い、消耗品等の交換を適宜行ってください。 

(19) 提案事業 

指定管理者は、市が本仕様書にて実施を指定した事業のほか、指定管理者よ

り提案を受け、市が施設の設置目的内と認めた事業（提案事業）を行う事がで

きます。 
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提案事業については、指定管理料及び利用料金からの支出ができます。 

(20) 独自事業 

市が本仕様書にて実施を指定した事業及び提案事業のほか、ゆりかご園の魅力

向上等を目的として指定管理者が独自に行う事業（独自事業）を行うことができ

ます。 
   ただし、独自事業については、指定管理料及び利用料金からの支出はできません。 
 

６ 使用料等（利用料金制の適用） 

ゆりかご園については、利用料金制を適用し、指定管理者は、事業遂行の際に生じ

る使用料等を自らの収入として、収受することができます。 

  利用料金の額については、内閣総理大臣及び厚生労働大臣が定める基準により算定

した額と特定費用の実費相当額の範囲で、指定管理者があらかじめ市長の承認を得て

定めた額を合算した額とします。 

 

７ 人員体制 

 (１) 人員配置 

    ゆりかご園の管理運営業務を適切に行うために必要な職員を確保するととも

に、事業運営に支障がない勤務体制とし、安定的な人員体制を継続してください。 

 (２) 責任者の配置 

   ア ゆりかご園の管理運営業務に関して統括的に責任を負う者（統括責任者）を

１名配置してください。なお、他の業務責任者等と兼務は可能とします。 

   イ 現場責任者のほか、法令等で定められた人員を配置し、必要に応じて直ちに

市と連絡調整ができる体制を確保してください。（消防法に基づく防火管理者、

児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準

等） 

 

８ 指定管理料 

 (１) 指定管理料の支払 

    指定管理料は、年度ごとに年間 125,000 千円（取引に係る消費税及び地方消費

税の額を含む。）を上限に収支計画書で提案するものとし、市は提出された収支

計画書で提案のあった金額を参考に、予算編成方針に基づいた予算編成作業の過

程を経て予算化し、年度協定で決定した額を指定管理者に支払うものとします。 

    なお、利用料金制を導入するため、指定管理料は、管理運営経費から障害児通

所給付費、利用者負担金等の収入見込み額を差し引いた額とします。 

(２) 指定管理料に含まれるもの 

   ア 人件費（給料賃金、賞与、福利厚生費等、退職給与引当金を含む） 
   イ 事務費（印刷費、通信費、消耗品費等） 
   ウ 管理費（委託料、外注費、光熱水費、修繕料等） 
   エ 物件費（備品購入費等） 
   オ 事業費（自主講座、イベント等） 
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   カ 公租公課（消費税含む） 
   キ 一般管理費 

(３) 指定管理料の精算 

原則として、年度協定書により定めた指定管理料の精算は行いません。ただ

し、次に掲げる項目については、各項目の金額を上限として実績報告に基づき

精算を行い、執行残額が生じた場合は、市へ返還するものとします。なお、上

限額を超える見込みとなった場合、事前に市と協議してください。 

ア 備品購入費 上限額年間 750 千円（収支計画書には 750 千円を計上） 

イ 修 繕 料 上限額年間 750 千円（収支計画書には 750 千円を計上） 

ウ 光 熱 水 費  上限額年間 3,000 千円（収支計画書には 3,000 千円を計上） 

 

経理はそれぞれ独立して行うこととしてください。 

会計の手法は問いませんが、指定管理業務に係る経理とその他の業務に係る

経理を区分し、指定管理業務に関する市の求める収支科目区分に沿った四半期

ごとの収支報告とこれに対応する会計帳簿類（仕訳帳及び総勘定元帳）又はこ

れに準じる勘定科目ごとの収支明細の記録を作成し、これに対応する証憑類と

併せて保管することとしてください。（保管場所は問わない。）また、法人自体

の会計帳簿類を含めて、これらの文書間で相互に整合が取れるようにすること。 

(４) 保険について 

ア 施設賠償責任保険 

    市は、市に法律上の賠償責任が生じることによって被る損害をてん補する全

国市長会市民総合賠償保険に加入しています。（ただし、指定管理者の独自事

業（条例に定める業務以外の業務で、市から実施を求められていない業務）に

ついては、この保険の対象外となる。） 

イ 火災保険 

    火災保険は市が加入していますが、指定管理者の過失等が原因で発生した火

災については、指定管理者へ求償する場合があります。 

ウ その他の保険 

    その他、指定管理者が指定管理業務のために必要な保険に加入した場合は、

市へ報告するものとしてください。 

(５) 履行保証 

指定管理者は、市との協定に当たって、明石市契約規則（平成５年規則第 10

号）第 25 条及び第 26 条に規定する契約保証金の扱いに準じ、指定管理料の 10

分の１以上の保証金を納めなければなりません。ただし、指定管理者が市を被

保険者とする履行 保証保険契約を締結したときは、保証金の全部又は一部を

納めないことができます。なお、納めた保証金は、指定管理業務完了後、還付

することとします。 
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９ その他 

 (１) 協定の締結 

指定管理者候補者について、市議会の議決を経て指定管理者に指定した後、市

と指定管理者双方の意思を確認するため、指定管理業務に関する正式な協定を締

結します。 

協定は、基本協定と年度協定とします。令和９年度以降の年度協定は、市の次

年度予算措置が確定した後、同年度の事業計画に基づき、締結します。 

なお、協定事項は、概ね次のとおりです。 

ア 総則に関する事項 

目的、協定期間（指定期間）、管理運営を行う施設など 

イ 業務の範囲に関する事項 

指定管理業務の内容等、法令の遵守、解釈の基準など 

ウ 経費に関する事項 

指定管理料、利用料金、口座の管理及び経理の区分など 

エ 業務の基準に関する事項 

施設の修繕、設備・備品等の管理、業務主任者等の配置・選任、責任の分

担、個人情報の保護、情報の公開、環境への配慮、苦情・要望等への対応、利

用者アンケートなど 

オ 事業計画及び業務報告等に関する事項 

事業計画書の提出、業務報告の聴取等、事業報告書の作成・提出、指定の取

消しなど 

カ 損害賠償及び履行保証等に関する事項 

損害の賠償、履行保証、施設等の損傷など 

キ 安全対策等に関する事項 

事故報告等、危機管理・安全対策、地域防災計画への協力など 

ク 業務終了時の対応に関する事項 

原状回復義務、業務の引継ぎ、業務終了時の費用負担など 

ケ その他 

目的外使用の禁止、第三者への委託の禁止、協定の改正、疑義等の解決など 

(２) リスク分担 

市と指定管理者とのリスク分担は、概ね次表のとおりとし、詳細は協定で定

めます。 

項  目 指定管理者 市 

施設の運営管理・維持管理 〇  

施設・設備の修繕の実施 

〇 

経年劣化等による 

小規模なもの 

 

〇 

左記以外 
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指定管理者は、施設利用者の被災に対する第一次責任を有します。 

施設利用者に被災があった場合は、迅速かつ適切な対応を行い、速やかに市

に報告してください。 

(３) 再委託等 

指定管理者は、管理運営業務の全部又は主たる部分を第三者に委託し、又は

請け負わせること（以下「再委託等」という。）はできません。ただし、市長が

あらかじめ承認したものについてはこの限りではありません。なお、再委託等

については、次の事項に留意してください。 

ア 個人情報の取得、管理、使用に関する業務が含まれるときは、市の承認が

ない限り再委託等はできません。 

イ 管理業務等を行うに当たり、再委託、備品の調達等を行う場合は、市内の

企業、障害者事業所等の積極的な活用に努めてください。 

ウ 再委託等は指定管理者の責任において行うものであることについて、再委

託等の相手方の十分な理解を確保してください。 

エ 再委託等の相手方となる事業者への適切な監督及び履行確認を行ってくだ

さい。 

(４) 業務の引継ぎ 

指定管理者は、指定期間の終了又は指定の取消しにより、次の指定管理者等に

業務を引き継ぐ場合は、円滑な引継ぎに協力してください。 

(５) 電話、ＦＡＸ、インターネット等の取扱い 

    ア 電話・ＦＡＸ・インターネットの取扱い 

      ゆりかご園には、市イントラネットを利用したもの（施設の代表番号）と、

ＮＴＴ電話回線を利用したものがあります。 

市イントラネットについては、基本料金等の経費は市で利用可能ですが、 Ｎ

ＴＴ電話回線は、回線使用の基本料、通話料等の経費は指定管理者が負担して

項  目 指定管理者 市 

事故・第三者による施設・設
備・資料等の損傷 

○ 
・指定管理者として注意義務 
を怠ったものによるもの 

・上記以外の事由によるもの 
で小規模の損傷 

○ 

左記以外 

利用者・第三者への賠償 
〇 

指定管理者として注意義務 

を怠ったことによるもの 

○ 
左記以外 

不可抗力（風水害・地震・感
染症の大規模な流行、騒乱・
暴動等）に伴う施設・設備の
損傷及び事業履行不能 

協議により定める 
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いただきますので、経費として算入してください。 

インターネットの利用環境については、指定管理者において準備してくださ

い。費用負担も指定管理者となりますので経費として算入してください。 

 

市イントラネット番号 電話  １回線（施設の代表番号） 

ＦＡＸ １回線 

ＮＴＴ電話回線 電話  １回線 

 

イ ホームページ 

園の案内などの情報を発信するため、指定管理者においてホームページを 

開設するものとします。 

また、市のホームページとリンクしてください。必要な経費（ＵＲＬ取得、

サーバー費用等）については、事業収支計画書を作成する際に、経費として算

入してください。 

ウ パソコン、複写機等の取扱い 

指定管理業務で使用するパソコン・複写機は、市の備品として購入はでき ま

せん。指定管理者の負担で設置してください。 

※賃貸借契約による経費の計上は可能です。 

（６） 改修工事（長期修繕計画） 

市の年次改修計画に従い、改修工事等が必要となる場合があります。工事を

実施する場合、施設の使用ができなくなる事も想定されますが、その際は協議

しながら進めていきますので、協力をお願いします。 

(７) 近畿肢体不自由児療育施設連絡協議会 

      現在、近畿地区の肢体不自由児等の発達支援を行う施設・事業所で構成する

近畿肢体不自由児療育施設連絡協議会に加入しているため、引き続き協議会へ

参画してください。 

(８) 水道水の水質検査への協力 

明石市水道局が水道水の安全性の確認のため水質検査を毎月実施しており、

屋外にある給水栓から採水しています。年度末に依頼（日程表付）が着ますの

で検査にご協力をお願いします。 

   なお、園としての対応は不要です。 

(９) 協議 

指定管理者は、本仕様書に規定するもののほか、指定管理者の業務の内容及

び処理について疑義が生じた場合は、市と協議してください。 
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❏ 付近見取図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

❏ 配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

明石市立ゆりかご園 
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❏ 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備の種類 室 数 面 積 

医 務 室 １室 １５．７５㎡ 

発達支援室 ５室 １２７．０７㎡ 

遊 戯 室 １室 ８７．１０㎡ 

相 談 室 １室 １２．１２㎡ 

倉   庫 １室 ９．２０㎡ 

食   堂 １室 ４９．２９㎡ 

静 養 室 １室 １６．１０㎡ 

湯 沸 室 １室 ２．２５㎡ 

ト イ レ ５室 ３４．２０㎡ 

建 

物 

構   造 鉄筋コンクリート造平屋建 

延べ床面積 ６３２．８８㎡ 

敷 地 面 積 ２，８４７．００㎡ 



17 
 

❏ 北立面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

❏ 東立面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

❏ 西立面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

❏ 南立面図 

 

 

 


